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IMF、世界経済は再び不透明に

2023年4月13日

4月18⽇ 中国GDP（国内総生産、1-3月期）

4月27⽇ 米国GDP（国内総生産、1-3月期、
速報値）

重要
イベント

ポイント① 世界経済見通しを下方修正

IMF（国際通貨基金）は4月11⽇に世界経済
⾒通しを改定し、2023年と2024年の世界の実
質GDP（国内総生産）成長率を前年比2.8%
と3.0％と、それぞれ1月⾒通しから0.1%ポイント
下方修正しました。背景には、インフレを抑制するた
めの各国・地域当局による利上げや労働市場の
ひっ迫、金融情勢の悪化、依然混乱が続くウクライ
ナ情勢、地経学的分断の拡大などが挙げられます。

ポイント② 経済回復は二極化

地域別では、先進国の成長が大幅に減速する⾒
込みで、実質GDP成長率は前年比ベースで2022
年の2.7%から2023年の1.3%になる⾒通しです。
一方、新興・発展途上国の成長は堅調と⾒込ま
れており、経済活動を再開した中国の2023年の
実質GDP成長率は、1月⾒通しから据え置きの同
5.2%、インドは下方修正したものの同5.9%と高
水準の⾒通しとなりました。

ポイント③金融不安などの下振れリスクが増大

IMFは急激な金融引き締めの副作用にもたらされ
る金融不安が新たな重しとなり、信用収縮による景
気後退の恐れがあると警鐘を鳴らしました。一方、
インフレについては商品市況の落ち着きや利上げの
効果が表れ始め、時間を追って減速する⾒通しで
すが、1月時点からは大幅に上方修正となり、依然
としてインフレは根強い状況です。このように、金融
安定とインフレ抑制、そして景気回復の「軟着陸」
は同時に実現できないリスクが懸念されます。IMF
は金融不安は収まるものの銀行の融資姿勢が厳し
くなった場合、世界の経済成長率が2023年に約
2.5%にまで低下し、先進国は同1%を下回る試
算も⽰しました。

国・地域別実質GDP成長率見通し

消費者物価インフレ率の見通し

（注）IMFによる予測
（注）( )内は2023年1月時点⾒通しからの修正幅、ポイント。

（出所）IMF「World Economic Outlook, April 2023
（https://www.imf.org/）」 より野村アセットマネジメント作成

（注、出所）上表と同じ

(前年比、％)

世界 8.7 7.0 (0.4) 4.9 (0.6)

 先進国 7.3 4.7 (0.1) 2.6 (0.0)

 新興･発展途上国 9.8 8.6 (0.5) 6.5 (1.0)

2022 2023 2024

(前年比、％)

世界 3.4 2.8 (-0.1) 3.0 (-0.1)

 先進国 2.7 1.3 (0.1) 1.4 (0.0)

  米国 2.1 1.6 (0.2) 1.1 (0.1)

  ユーロ圏 3.5 0.8 (0.1) 1.4 (-0.2)

  ⽇本 1.1 1.3 (-0.5) 1.0 (0.1)

 新興･発展途上国 4.0 3.9 (-0.1) 4.2 (0.0)

  中国 3.0 5.2 (0.0) 4.5 (0.0)

  インド 6.8 5.9 (-0.2) 6.3 (-0.5)
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